Ｈ25年度 大阪府景観審議会　意見要旨
建築指導室建築企画課
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・平成25年12月5日（木）10:00～12:00
・プリムローズ大阪　羽衣の間
・出席委員：大矢委員、亀田委員、嘉名委員、木多委員、
下村委員、長町委員、鳴海委員、梅原委員、
澤田委員、戸田委員、原田委員、広井委員、
島田氏（村井委員代理）、宮本委員、
畑専門委員、藤本専門委員、松本専門委員、
若本専門委員
□会長の選任・会長代理の指名・屋外広告物部会委員及び部会長の指名につ
いて
【委員による互選】

鳴海委員に会長をお願いする。
【会長】

亀田委員に会長代理をお願いする。
【会長】

屋外広告物部会委員は、亀田委員、木多委員、長町委員、村井委員、梅原委員、原田委員、広井委員、畑委員、松本委員の9名とし、亀田委員に部会長をお願いする。
□大阪府景観計画の概要・大阪府屋外広告物条例による規制の概要について
【事務局】　
内容の説明
□審議会の公開及び傍聴手続きについて
【全委員による確認】
「個人情報の関係からどこまで公開するか、傍聴人をどこまでみとめるか。」について
は、行政が一番把握しているので、今後、本審議会の公開と傍聴手続きについては、事務局で判断する。
□ＬＥＤ等照明広告の規制のあり方について（諮問）
【事務局】
内容の説明
【委員】
最近、住宅地でクリスマスにイルミネーション等をしている家が多くなってきているが、あれは照明広告に該当するのか。
【事務局】
イルミネーション自体は商業系の宣伝内容を含んでないので、広告としては見ない。モニュメント的なもの。
【委員】
イルミネーションは広告でなくても静かな住宅地の中では、周辺に対しての光の害は相当ある。
【委員】
ようやく照明広告の検討に入っていただけて、ありがたく思う。輝度、まぶしさについても検討していただきたい。どれだけ府内で影響があるかということを考えると、事務局がおっしゃるように本来は独自に市がやるべきだと思う。市でまだ条例を適用していない箇所に関しては、田園エリア等、山並みや自然が残っている地域が多いと思うので、その辺も十分に考え規制を検討していただきたい。
【委員】
説明資料に夜間の照明広告とあるが、昼間の照明広告のことは考えなくて良いのか。
【事務局】
具体的には屋外広告物部会の方で検討してもらうことになる。他県の規制の例で、「昼間でも景観を阻害しない物に限る」とあったので、そのあたりを参考に検討していきたいと思う。先ほど、ご質問のあった輝度と昼間の問題に関して、特に昼間でも輝度が高すぎると、かなりまぶしく感じ、景観上の阻害要素となる場合があるので、その点も踏まえて部会で掘り下げた議論をしていただけたらと思っている。
【委員】
夜間景観に関しては、地域の違い、例えば住宅系や商業系によって照明を導入する目的が違う。商業系エリアでは一定の賑やかさというのも、景観の一つの評価軸でもあるので、いかに地域を指定しながら規制誘導していくということが、課題になってくると思う。それに関連して、用途地域によって時間で規制をかけていく事の紹介がなかったが、実は湾岸線沿いでは夜中になるとライトを消している広告がる。消している理由は、規制ではなく各事業主が広告効果は少ないと見なして個々にライトを消しているのだと思うが、各地域の実情を見ながら時間毎での規制に関しても、部会の方で検討していただけたらと思う。
【委員】
この件は各市町村の方でも手探りの状態で、部会等の中で手探りで行っている市の参考となるような何かを決めていけたら良いと思う。デジタルサイネージを光る看板という風にひとくくりにせずに、部会の方では、「発光する広告画面であるＬＥＤのサイネージ看板」と「内照明看板」、「その他」のように広告を分野分けして登録・管理する必要があるのではないかと思う。もう一つ、輝度の問題だが、韓国ソウルの例ではＬＥＤの発光するビジョンを外壁に持つという事が盛んに行われ、そこでは平米25カンデラといったガイドラインを持っていたりする。各エリア、商業地や住宅地、住宅地で言えばパチンコ屋なども含め、日本で最適なエリアと輝度の関係を業界団体の皆様の意見を聞きながら、部会のほうで検討していくことが必要だと思う。
【委員】
今のご意見に関して、光の広告は面で捉えるが、光は点の集積なので光らないところは計算しないのか。
【委員】
点の集合体の面積で捉える。
【委員】
今回の資料ではＬＥＤ等の照明広告の規制となっているが、今回の規制は照明広告全ての規制と考えればよいのか。
【事務局】
点滅、もしくは表示内容が変化する広告物で、特に目に飛び込んでくる広告に関してと考えているが、内照看板などもあるので、これから屋外広告物部会で、どこまでを規制の対象にするか検討していただきたいと思う。
□官公署等における屋外広告物のあり方について（諮問）
【事務局】
内容の説明
【委員】
いろいろなやり方があるとは思うが、もし禁止区域を外されることになるのであれば、何かのチェック機能が働くような仕組みを設定していただきたい。民間企業の場合は、夜景等、イメージアップにつながるために、デザインの質をきっちと保った形で広告を出される場合が多いと思うが、行政側が出される場合は行儀が悪い広告のようなものが多いと感じる。別紙４の要望事例の警察署の広告付き案内板とか府営住宅の壁面とか配水場の壁面など、かなり大規模な建造物に対して広告を付けるということが普通に起こってくると、かなり景観に影響を及ぼすのではないかなと思う。例えば、ネーミングライツを活用するのであれば、普通は一つの企業の名前が出るだけになるかと思うが、そういった部分は外していったらいいかと思う。標語の懸垂幕とか啓発活動等のデザインも主にきちっとプロに依頼して行うことがなく出される場合が多いので、そこも整理し、近隣商業地域などではチェック機能が働くようにお願いしたい。
【委員】
官公署は世の中にどの程度の数があるのか。ほとんどないのであれば緩和を実施しても影響はないだろうが、ものすごい数があれば規制を緩和することで大きな影響がでるかもしれない。規制緩和の影響力が全くイメージできないので、教えていただきたい。
【事務局】
具体的には都道府県、市町村の庁舎が一番メインになるかと思う。それ以外で言うと、出先機関も全てになるかと思う。例えば区民センターとか区役所とか、あと警察署とか交番とかも官公署にあたる。ここで他に挙がっている、図書館、美術館、公会堂などはあまり多くはないが、一番多いのは交番と学校だと思う。学校は小中高、大学、私学、公立問わずに規制対象になっているので、看板が出ているのは、自家用で7㎡以内であれば出せるが、それ以外は出せないので、少し厳しい状況ではないかと事務局としては思う。感覚的にはどうか分からないが、学校や警察、役所関係、出先も全て入るので、数はそれなりにあると思う。
【委員】
公営住宅は官公署にはあたらないので、今回は検討しないということか。
【事務局】
条例を所管しているところが都道府県、政令市、中核市になる。大阪府の場合、公営住宅については、条例に上がっていないので、官公署としてはみなしていない。ただ、他の市、具体的には堺市の場合は、公営住宅も含めて官公署だという解釈で指導している。公営住宅等は条例を所管するところで、各々が判断するということになる。今回議論する大阪府の条例については、公営住宅は外すという認識で議論していただきたい。
【委員】
資料３の背景の２つ目ですが、官公署等で広告物を禁止する妥当性が不明確である。前に限定要綱があって、「民間とのバランス、一体的なまちなみ景観を形成する観点から」とあるが、官公署で広告物をこれまで禁止してきた理由は明らかにあると思うので、お金が欲しいから、解除しましょうということではダメだと思う。どういうものならいいのか、あるいはなぜこれまで禁止されてきたのかというような部分が不明確なままでは議論できないと思う。私自身、思いつくことで言うと、たとえば、いろんな市民とか府民とかが集まるような場所で特定の思想や宗教みたいなものを宣伝するようなものはよろしくないとか、あるいは、特定の企業、行政と利害関係にある特定企業が利益に繋がるようなＰＲはよろしくないと思う。恐らく、色々と禁止していた理由があると思うので、そのことは一旦、理由を明確にし、理解した上で国交省等へ照会を行わなければならないことも出てくると思う。このようなことに抵触しないのであればいいのではないかなど、順序立てて議論をしていくことが必要だと思う。大阪市がどういう経過で禁止区域から外したのかを確認する必要があるのかもしれません。一方で、大阪府の条例上は禁止区域から外すにしても、実は広告を認める規制の立場ではなくて、広告を設置するという立場の行政として、大阪府以外の市町村の場合もあるかと思うが、やはりガイドラインが必要だと思う。お金さえくれればなんでもＯＫなのかとは、また別の話かもしれませんが、いずれにしても色々不明確なままでは議論しづらいと思う。
【委員】
禁止区域の施設の中で、図書館などは色んな人が寄贈されたり、色々な人のお世話になっている施設もあると思うので、そういった施設の場合はどのようにネーミングライツ等を行っていくのかをご検討いただければと思う。
【委員】
別紙１で記載している、大阪市が官公署を禁止区域から外したことについてだが、去年、市の審議会に参加させていただき、今年初めに条例が改正された。まだ官公署が禁止区域から外されて日が浅いのですが、この規制緩和に関する良い影響や逆に悪い影響・事例などがあれば教えていただきたい。
先月、高槻市の審議会で今まで禁止されていた高槻駅前の歩道橋に広告を掲出したが、財源の一端を担うために条例を改正して可能となった。先ほどお話のあった、各自治体の収入源のために、大阪市の場合は市長の許可の下に広報のための財源を広告でひねり出すことを前提としていたようだ。国交省では今年から、未来10年を考えた会議「屋外広告物適正委員会」を、各自治体と業界団体とで結成し、これからの屋外広告物の安心・安全・コンプライアンスなどを話し、動き出していく予定なので、また何か情報があればお話させていただく。
【事務局】
大阪市が今年の1月に官公署を禁止区域から外し、そのことについて最近、市にヒアリングを行ったが、まだ事例は出てきていない。大阪府の中でも色々議論はあったが、一定、施設管理者のフィルターや判断がかかってくるので、例えば学校や保健所に相応しくない物は掲出できないことになるのではないかと思う。ただ何も無いままではダメだと思うので、一定望ましい広告とはどういうものなのかということに関しては、私たち屋外広告物を所管する部局が考えを持っておき、例えばガイドラインを作成し、こういった広告のデザインは望ましい等の基準を作るべきだと思う。また、官公署が禁止区域であったことも踏まえて、こういったことを部会の方で委員の方々の具体的な意見を聞きながら今後検討していこうと思う。
【委員】
官公署ではないが、大阪市内のバス停は広告が出ている。
【委員】
禁止区域の解除の対象というのは、敷地の中の第1項1号から8号に書かれている全てが含まれているのか、それとも特に8号についてのものだけが対象になるのか。
【事務局】
今回は8号の部分のみを対象としている。
【委員】
8号で指定されている部分以外は禁止区域のままだということか。そうすると、先ほどいただいた資料の中の別紙４だが、例として千里中央駅の連絡道路が記載されているが、これはどういう経緯で実施されることになったのか。
【事務局】
千里中央は豊中市になるので、豊中市の考え方になるが、経緯だけを簡単にお話しすると、この場所は元々禁止物件に当たるので、恐らく適用除外という形にされたのではないかと思う。
【委員】
大阪市が条例を改正される前に、社会実験をされて、そこに参加させてもらったが、御堂筋にバナー広告を出し、市民の方がどういう印象を持たれるかということを調査されていたが、他の広告との区別がほとんどつかなかったり、デザインが良いものは非常に好印象とういう結果だったので、禁止区域の緩和を考える上で、民間の人が区別の付くような場所性であったり、デザインのチェック機能を充実させていくのが重要だと思う。
【委員】
　別紙1の8号を拝見していると、公共施設からある一定の方々が利用する公の施設が含まれているが、その建物の性質が持っている雰囲気やイメージ等が大事であり、それらがベースとなり屋外広告物の許可等を与えていると思う。もともと本質的に図書館とか美術館とかが持っている性質が損なわれるとマイナス面だと思う。それを緩和する場合、屋外広告物をどこで判断するのか。マニュアルでいくのか、出てきた都度に部会等でチェック機能を活用して許可をするのか。そういった仕組みをしっかりと考えていかないといけない。その施設にふさわしいものという言い方になると思うが、そのふさわしいものを誰がどう判断するのかというところを考えていく必要があると思う。禁止区域の状況の表で8号の施設を縦軸に置いて、場所性、用途など地域が持っている将来像を踏まえた横軸を設けて、それぞれに決め細やかな指導をやっていくのか、それとも地域にゾーンをかけてそれぞれ違う規制誘導を面的にやっていくのか。面でいくのか、用途でいくのか、道路のヒエラルキーでいくのか、きめ細かい基準を持っておかないと窓口は指導しづらいと思うので、一定の基準や誘導基準が必要だと思う。
【委員】
お金が儲かるだけの論理で考えるのでは、景観審議会の趣旨に合わないので、是非良い景観づくりという観点で、今後議論していただきたい。
□百舌鳥・古市古墳群の世界遺産登録に向けた屋外広告物の規制について（事前説明）
【事務局】
内容説明
【委員】
バッファゾーンという言葉を使われていたが、今回示していただいた範囲が文化財の影響が及ぶ場所という認識でよいのか。というのも、私は和歌山県の景観条例に少し関わらせていただいたが、和歌山の熊野古道では、両側50ｍを文化財の概念ではバッファゾーンとしているが、景観条例ではさらに外側、熊野古道が視認できる範囲を条例の規制区域として、文化財の概念とは別に保存していこうとしている。さらに、幹線道路の沿道など熊野古道が良く見える場所でも景観を守っていきこうとしている。　今回の百舌鳥・古市古墳群は「群」という広い範囲なので、文化財の影響が及ぶ範囲と景観として保全すべき範囲がリンクしているという認識でよいか。
【事務局】
リンクしているという考え方で間違いない。今回示しているバッファゾーンの全ての下に文化財が埋蔵されているということではなく、資産の価値を守るための環境的配慮が必要な地域としてゾーンの線を引いている。
【委員】
そうすると、景観的な規制がバッファゾーンの中だけで良いのかというのは、今後議論していかなければならないのかなと思う。
【事務局】
バッファゾーンに関しては、世界遺産登録推進会議でも検討中なので、また何か決まれば審議会の方でもお話させていただく。
【委員】
百舌鳥・古市古墳群という事で規制が進んでいくと思うが、最終的な規制のすり合わせはどういうふうにするのか。全ての地域を同一基準の規制にするのか、地域によって変えるのかなどは、今後の課題としてあるのではないかと思う。
堺市のバッファゾーンの中には中層のビルがある用途地域があったり、戸建て住宅の地域や市街化調整区域があったりするので、最終的にこれらの地域の基準をいかに違いをつけるか、また百舌鳥と古市を同一基準で規制を行うのかなど、もし方針が決まっているのであれば教えていただきたい。
【事務局】
大きなところで、建物の高さ・形態意匠、屋外広告物の中でも屋上広告物や壁面、その他の野立て看板があると思うが、どういう部分に重点を置いて規制を行っていこうとういうことは、堺市とは調整を取っていこうと思っている。ただ、地域の違いもあるので全てが同じ規制というわけにはいかないと思う。そのあたりは、審議会等で議論していただいて、堺市と調整していきたいと思う。
【委員】
なかなか、難しい問題を議論しないといけないと思う。世界遺産の価値を守らないといけないのだが、そういう資産を抱えている市街地が良い町になっていかないとダメなので、遺産だけのために規制を作るというのは、市民に納得していただけない論理になってしまうのではないかと思う。規制をすることによって周りの街が良い街になっていくという論理を作っていかないといけないと思う。今後、これらの点も踏まえて議論していく。
□今後のスケジュールについて
【事務局】　
内容の説明
以上
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